
はじめに

　「保育所や幼稚園等と小学校」との連携につい

て、中央教育審議会（以下、中教審と略記）「幼

児期の心の教育の在り方について」の答申「新

しい時代を拓く心を育てるために─次世代を育

てる心を失う危機─」（１９９８年）は、その必要性

を具体的に記載したものといえる。もちろん、

「幼稚園と小学校」に絞れば、すでに１９７１年の中

教審「今後における学校教育の総合的な拡充整

備のための基本的施策について」（答申）の中で、

連携は教育効果がある施策として確認すること

ができ、現在までに様々な施策や審議会におい

ても提唱されてきた。酒井（２０１１年）によれば、

こうした状況は次のように解釈される。「幼稚園

と小学校との連携は、以前からその必要性が唱

えられてきたが、協調される度合いや、小学校

教育を幼児教育に近づけるのか、幼児教育を小

学校教育の考え方に近づけるのかといった改革

の方向は時期により異なっていた。１９５６年から

は幼稚園の指導が小学校の方に近づこうとして

おり、４６（１９７１年）答申ではさらに修学時期の

早期化まで提唱されていた。これに対して、

１９８９年には子どもの自主性が重視され、幼児期

の独自性が強く唱えられる一方で、小学校の生

活科には幼児教育に近い考え方が導入された」

（酒井２０１１年、２０頁）。これらから確認されるこ

とは、子どもの確かな成長や効果的な学びにつ

ながる手立てとして、当時から幼児期の教育と

小学校の教育との連携は教育（人間形成）上の

意義を見出されたのである。

　確かに、連携はその教育効果を「期待される」

ものの、計画的継続的に実施するにあたって

様々な課題（困難）を指摘される。長年にわた

り必要性とその課題が謳われ、現行（２００８年）

の学習指導要領や幼稚園教育要領、保育所保育

指針で明記される「連携」には、どのような特

徴が見出されるのだろうか。例えば、小学校学

習指導要領における「連携」は１９９８年時におい

て確認される。ところが、幼児期の教育を担う

幼稚園教育要領や保育所保育指針では、小学校

教育への「配慮すべき事項」として記載はあっ

たが、「連携」の文言は２００８年に改められた際に

ようやく明記されたのである。

　そこで本論は、保育所や幼稚園等と小学校と

の連携について、保育所保育指針および幼稚園

教育要領等を手がかりに、子どもの成長・発達

上の意義と職員の資質に見られる意義をまず整

理する。そして具体的実践例の報告書等から幼

児期の教育と小学校の教育の連携、さらにはこ
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うした教育における接続システムに潜む課題に

迫りたい。

１　子どもの確かな成長・効果的な学びを

見据えた連携

（１）小学校就学前後の教育活動にみられる子ど

もの困難状態

　幼稚園教育から小学校教育への「円滑な接続」

は、『文部科学白書（平成２４年度版）』（２０１３年）

などでも確認されるように、２００８年における幼

稚園教育要領改訂の際に強調された重点課題の

一つである。『幼稚園教育要領解説』（２００８年）

に従えば、「子どもたちの育ちや社会の変化に対

応」するために、「子どもの発達や学びの連続性

の確保（小学校教育との円滑な接続）」は、「幼

稚園での生活と家庭などでの生活の連続性の確

保」と「教育課程終了後等に行う預かり保育や

子育ての支援の充実を図ること」と併せて、「改

訂の基本方針」として打ち出された。すなわち、

子どもの発達や学びをより一層丁寧にかつ効果

的に支援するために「円滑な接続」は課題とし

て示され、その具体的な方策として幼稚園と小

学校との連携事業を促したといえる。

　他方、２００８年に改定、告示化された保育所保

育指針にも小学校への就学を見据えた「保育内

容の工夫」や「小学校との積極的な連携」があ

げられた。『保育所保育指針解説』（２００８年）に

従えば、小学校との連携は２００８年における「改

定の要点（保育の内容の改善）」の一つであった。

乳幼児期における保育所での様々な体験を通し

て子どもに培われた育ち（能力）は、小学校以

降における生活や学びの活動での基盤（前提と

すべき基礎能力）になる。そのために、保育所

や保育士には子どもの将来を見据えた保育の計

画（保育課程・指導計画）の構想や、保育活動

の充実が業務として位置づけられた。言い換え

れば、子どもたちが小学校以降において望まし

い学習活動や生活体験を積み重ねるため、入所

（在籍）する子どもの基礎能力や心構えを培う活

動が保育所や保育士に求められたのである。し

かし、この活動は入所期から小学校教育を「先

取り」することではない。そうではなく、日々

の生活や遊びを近い将来の小学校生活に「つな

ぐ」ことが企てられたのである。

　幼児期の生活や遊びが、小学校教育以降の教

育の基盤になる。とはいえ、これらの活動が小

学校教育の「先取り」にすり替えられてはなら

ず、むしろ小学校入学前と入学後を円滑に「つ

なぐ」観点から工夫されるべきとの記載は、『幼

稚園教育要領解説』（２００８年）にも確認される。

加えて、円滑な接続が「保育者」の配慮や工夫

によってなされる業務である点も注目すべきで

ある。それは次のことを示す。すなわち、小学

校入学前の生活と入学後の生活には子ども自ら

では円滑に接続しくい困難状況があるというこ

とである。『幼稚園教育要領解説』（２００８年）に

よれば、幼児期の教育と小学校教育では、いく

つかの点で子どもの生活や教育方法が異なる。

例えば、時間割（チャイム）による生活の区切

り、教科書を用いた学習、成績評価などの有無

がそれにあたる。これらの違いは子ども自身の

行動や意識に否応なしに変化を求める。従来と

は異なる小学校での生活形式に慣れなければな

らない点、加えて自発的な行動が心ならずも制

限される点、こうした生活の大きな変化が就学

した子ども自身に精神的窮屈さを引き起こし、

入学後の生活にうまく適応できない困難状況が

発生するというのである。いわゆる小１プロブ

レムとして語られる状況は、子どもたちが生活

の変化に上手く適応できないあらわれの一つと

される。ゆえに、生活スタイルの変化に直面す

る小学校入学直後期の子どもたちを支援する
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（うまく適応させる）ための工夫が保育者や小学

校教諭らに求められるのであった。

（２）連携で子どもに育まれる学びの基礎力

　入学前と入学後の異なる生活を円滑につなげ

るために、『保育所保育指針解説』（２００８年）や

『幼稚園教育要領解説』（２００８年）では小学校入

学後の生活に「期待感」や「安心感」を持たせ

ることが提起される。入学前の時期から子ども

が入学後の自らを意識することによって、入学

直後期に発生が予想される様々な不適応状況を

可能な限り回避させることができるというので

ある。

　こうした入学前に「期待感」や「安心感」を

抱く経験が盛り込まれた活動として、就学前の

子どもと小学校の児童との交流活動があげられ

る。就学前の子どもから見れば、小学校訪問や

児童との交流活動を経験することによって、近

い将来に迫った小学校生活や自分の姿をイメー

ジでき、不安が解消されるというメリットがあ

る。これら交流活動は、小学校のイベント行事

を通して単発的にではなく、小学校生活の日常

を通して保育所の子どもが小学校生活（児童）

と接することが望まれる。就学前の子どもが日

常的な小学校生活に触れる活動は「期待感」の

形成に望ましいとされるのである。補足すれば、

入学前に形成される「期待感」は「学びの芽生

え」の一形態として捉えられ、小学校入学時に

行われる「スタートカリキュラム」に基づく

「自覚的な学び」を円滑に進めていくことができ

る。

　円滑な接続や入学前の子どもの「期待感」形

成を念頭に置いて取り組まれる交流活動は、文

部科学省と厚生労働省による「保育所や幼稚園

等による小学校との連携事例集」（２００９年）など

で確認されるように、すでに多くの事例が報告

されている。もちろん、これら交流活動を実践

する際には「幼児期の教育と小学校教育の円滑

な接続の在り方について（報告）」（２０１０年）で

指摘されるように、学びの基礎力の育成が図ら

れなければならない。学びの基礎力は、人やも

のへの「興味」をもつこと、かかわりを通して

様々なことに「気づく」こと、それらを深め広

げていく過程の中で「自己発揮と自己抑制を調

整」すること、「個人として社会の構成員として

自立」することから成り立つ。そして、学びの

基礎力の育成は「学びの自立」、「生活の自立」、

「精神的な自立」の三つの自立を養うことによっ

て成し遂げられるのである。

　これら三つの自立はそれぞれ次のように確認

することができる。「学びの自立」とは、子ども

が自身の興味関心ならびに価値があると感じる

活動を主体的に行う際、周囲の意見に率直に耳

を傾け、参考にしつつ認識を深めると同時に、

適切な表現技法によって自らの意見を構築する

こととされる。また「生活上の自立」とは、生

活する上で必要な習慣や技能を子どもが身につ

けると同時に、身近な人々や社会及び自然と適

切にかかわり、自らにとってよりよい生活を創

出することとされる。そして「精神的な自立」

とは、自らのよさや可能性に気づき、意欲や自

信をもつことによって、子どもが自らの存在意

義を見出し、これからの生活に夢や希望をもっ

て取り組むこととされる。これらの内容は入学

前の子どもに対してのみならず、入学後とりわ

け小学校低学年「生活科」の目標にも通じると

される。すなわち、子どもの能力形成の観点に

基づく学びの基礎力は、入学前と入学後の円滑

な接続あるいはカリキュラムの系統編成上にお

ける留意すべき中核に据えられている。
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２　職員間の連携による教員の資質向上

　入学前と入学後の円滑な接続を目指した幼小

連携事業は、職員（幼稚園教諭、保育士、小学

校教諭など）の資質向上の観点からも意義が見

出される。保育所保育指針（２００８年）では小学

校との連携事業として、職員同士の交流、情報

共有や相互理解を図ることが示される。その具

体的事項として『保育所保育指針解説』（２００８

年）は、保育所、幼稚園、小学校の合同研修会

の実施や行政及びその他の専門機関も含めた地

域の連絡会の設置をあげる。「保育所での子ども

の育ちをそれ以降の生活や学びにつなげていく」

ために、保育士には小学校への訪問や小学校教

員との話し合いなど「顔の見える連携」活動へ

の取り組みが求められている。また職員間の情

報共有の視点に立てば、子どもの就学時に幼稚

園から小学校へ送付されるべき「幼稚園幼児指

導要録」、あるいは保育所から小学校へ送付され

るべき「保育所児童保育要録」は注目すべき点

である。とりわけ、保育所児童保育要録は２００８

年の際に、保育所の重要な役割として新たに規

定された。こうした「子どもの育ちを支える資

料」の作成・送付を通して情報共有活動は促進

されているのである。

　こうした職員間交流や情報共有に加え、合同

の研究機会の設置が幼稚園教育要領（２００８年）

では確認される。『幼稚園教育要領解説』（２００８

年）に従えば、幼稚園教諭は小学校教諭のみな

らず保育士も交え、意見交換、合同の研究会や

研修会、保育参観や授業参観などを企画し、互

いの教育内容や指導方法の違いや共通点につい

て深く理解し合う活動が求められている。すな

わち、職員間の積極的な交流活動が組織化され、

幼児期から児童期への教育の円滑な接続を担保

する教育課程・保育課程や指導計画が編成され、

実践されることが目論まれているのである。

　「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在

り方について（報告）」（２０１０年）にも、職員間

の多様な交流は、とりわけ子どもの小学校入学

前と入学直後の円滑な接続を補完する活動とし

てみなされると同時に、職員自身の資質向上に

つながることが示される。そこには「幼小接続

に関し教職員に求められる資質」として、①「幼

児期と児童期の教育課程・指導方法の違い、子

どもの発達や学びの現状等を正しく理解する力」、

②「幼児期の教育を担当する教職員は児童期の教

育を見通す力」、「児童期の教育を担当する教職

員は幼児期の教育を見通す力」、③上述の①②に

基づき「今の教育活動を構成する力」、④他の教

職員や保護者と連携・接続のために必要な関係

を構築する力」があげられる。こうした資質の

向上は、各々の教育実践の基盤になる幼稚園教

育要領、保育所保育指針、小学校学習指導要領

のみを理解・実践するのみでは不十分とされる。

すなわち、自らの基盤になるガイドラインの理

解に加え、他の（連携の対象となる）機関との

連続性・一貫性をも理解することによって職員

の資質が向上し、充実した教育活動が実現する

というのである。

　さらに、「幼児期の教育と小学校教育の円滑な

接続の在り方について（報告）」（２０１０年）では、

職員の資質向上を図るための研修体制について

その手順や留意事項等に関する言及がなされる。

とりわけ、各学校や施設が主催する研修に目を

向ければ、各々の園（校）単位で実施される

「園（校）内研修」と園（校）の枠組みを越えて

合同で実施される「合同研修」がある。まず、

園（校）内研修では、教育の目的やカリキュラ

ムの連続性・一貫性を基軸に、子どもの発達を

整合的に支援する理解が求められる。この理解

に基づき、自園（校）のカリキュラムを再検討
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することと、関係する学校・施設等への疑問や

要望を整理することが必要とされる。他方、合

同研修は、先述した園（校）内研修での議論を

前提とし、学校・施設等各々のよさや違いを

「観察研修（授業・保育等の見学等）」によって

確認することが求められる。続いて、実際の教

育活動に携わる「参加研修」へ進み、入学前か

ら入学後にわたって円滑な接続が見据らえたカ

リキュラム編成の実践に向かう手順が望ましい

とされる。こうした連携による教員の資質向上

は、幼稚園・保育所や小学校の合同による研修

のみならず、各々独自に催される園（校）内研

修での十分な取り組みの必要性が特徴として浮

かび上がる。すなわち、各々の組織自体におけ

る充実した研修体制の整備が求められるのであ

る。

３　連携の課題

（１）事業運営上の課題

　子どもの側に立てば、小学校入学前から入学

直後にかけて円滑な接続がなされる点、また職

員の側に立てば、自らの資質向上が実現される

点において、幼児期の教育と小学校の連携は意

義が見出される。「幼児期の教育と小学校教育の

円滑な接続の在り方について（報告）」（２０１０年）

において既に、ほぼすべての自治体が「幼稚園

と小学校における教育が接続する」ことの重要

性を認識しているとの報告がある。ところが、

実際に運営するにあたっての課題が少なくない

ことも確認される。すなわち、接続のために連

携事業を進めていくことの重要性が認識されて

いたとしても、連携事業を具体的に進めていく

ことに対して様々な要因から困難が生じている

のである。

　「保育所や幼稚園等による小学校との連携事例

集」（２００９年）に従えば、「時間の確保」、「職員

による異校種理解の不十分さ」、「組織体制の脆

弱さ」が円滑な事業運営に立ちはだかる課題の

要因として取り上げられ、連携に対する職員

（組織）の意識の希薄化や事業自体の質の低さに

つながっていると問題視される。詳述すれば、

幼稚園、保育所、小学校ではそれぞれに「子ど

もの生活時間帯」や「職員の勤務形態」が異な

る点ため、子ども同士の交流活動や職員の研修

会の機会（日時）の設定に困難が生じていると

される。また、幼稚園・保育所と小学校の職員

間に接続・連携事業への取り組み意識、あるい

は小学校の組織内でも担当学年間（高学年担当

と低学年担当）で連携への関心や取り組み意識

に格差があると指摘する事例もある。ゆえに、

異校種理解のみならず連携事業への意識の不十

分さがあるという。さらに、連携事業の推進を

主導的に担っていた職員の異動等によって、運

営組織が機能しなくなるとの指摘もある。その

ために「担当者が代わっても継続した取組がな

される体制整備」の構築が課題に位置づけられ

ている。そのため、実践においても小学校の授

業に入学前の子どもが参加する「お客さま」状

態に陥っている状況や計画性系統性を欠いた単

発的かつイベント的な状態に陥っている状況が

みられるという。いわば、連携推進当初に企て

られた事業の意図や意義の引継ぎや事業の継承

的発展が円滑に「進められていない」というよ

りもむしろ、「進めることが本来的に難しい」実

情が浮かび上がったといえよう。だからこそ、

報告にも確認されるように「教育委員会や保育

主管課」といった行政機関による牽引や支援が

工夫として求められているのである。

（２）課題の背景─「幼児期の教育」の固有性と排

他性─

　以上のような実践報告で指摘された課題を理

─　　─５５



広島文教教育　３１巻

解するにあたり、幼稚園（のみならず、幼児期

の教育）と小学校（のみならず小学校以降）の

教育の各々が孕む「システムの固有性」から連

携の課題を論究した山内（２００５年）は示唆的で

ある。とりわけ、「幼児期の教育」と「小学校以

降の教育」を区分けする「二項コード（対立

コード）」の存在によって、幼児期の教育と小

学校以降の教育の「コミュニケーション不全」

（山内２００５年、３１頁）がもたらされるとの指摘が

ある。この不全が「職員による異校種理解の不

十分さ」の要因とみなすことができるだろう。

　ところが、この二項コードこそ幼児期の教育

を論じるにあたり、欠かすことのできない道具

なのだと山内（２００５年）は分析する。すなわち、

「『領域 vs.教科』『遊び vs.学習』『援助 vs.指

導』『興味・関心 vs.教育成果』というコード」

を用いて、幼児期の教育（前者）は小学校以降

の教育（後者）とは異なる固有性を打ち立てて

きたのである。重ねていえば、内容や方法等、

多様な観点において「幼児教育（＝保育学シス

テム）が教育一般（＝教育学システム）との差

異を強調する」ことにより、独自的な存在とし

てその固有性は確保されるのである。（山内２００５

年、３１頁参照）幼児期の教育の独自性を洗練さ

せるために用いられてきた二項コードは、小学

校以降の教育を排他的に扱い、異質なもの、相

容れないもの（コミュニケーション不全）とし

て仕立て上げることになったといえよう。

おわりに

　幼児期の教育と小学校の教育の円滑な接続を

目指して行う連携事業はその意義と課題が明確

にされ、改善が図られている。それらは「幼児

期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に

ついて（報告）」（２０１０年）にて確認することが

できる。山内（２００５年）も、先述した二項コー

ドを「使い古された」ものと位置づけつつも、

放棄すべきと断罪しない。それだけ、単純な作

業ではないからであろう。むしろ、「子どもの実

態の即した新たな二項コード」の構築を改善に

向けた新たな方向性として提起する。学習環境

や評価等をキーワードに幼児期の教育と小学校

の教育の双方に対して、従来とは異なる思考の

転換を迫っている点は、注目に値する。

　連携事業を進めるにあたって、幼児期の教育

と小学校の教育の接続（連携）のみならず、幼

稚園と保育所の連携、教育機関と家庭（保護者）

との連携も指摘されている。さらには、短期大

学や大学、大学院など高等教育機関に対して、

接続に関する職員の資質向上の観点から教員・

保育士養成課程に基づく養成教育の検証・再編

が求められている。

　すなわち、接続期にある子どもの「円滑な学

びや生活を保障した連携」を構想する際に浮か

び上がってくる課題は、従来の教育制度のみな

らず教育の捉え方自体を再吟味することにつな

がるのである。
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